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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成20年度
第３四半期連結
累計期間

平成21年度
第３四半期連結
累計期間

平成20年度
第３四半期連結
会計期間

平成21年度
第３四半期連結
会計期間

平成20年度

 

(自平成20年
４月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成20年
10月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成21年
10月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

経常収益 百万円 12,348 11,883 3,990 3,915 16,247

経常利益(△は経常損失)百万円 △2,098 △2,114 △49 △1,732 △5,157

四半期純利益
(△は四半期純損失)

百万円 △1,484 △2,304 △47 △1,427 ―

当期純利益
(△は当期純損失)

百万円 ― ― ― ― △4,140

純資産額 百万円 ― ― 18,846 15,141 14,114

総資産額 百万円 ― ― 561,377 553,192 564,866

１株当たり純資産額 円 ― ― 347.74 276.99 258.67

１株当たり四半期純利益
金額(△は１株当たり四
半期純損失金額)

円 △27.89 △43.34 △0.89 △26.84 ―

１株当たり当期
純利益金額(△は１株当
たり当期純損失金額)

円 ― ― ― ― △77.82

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額

円 ― ― ― ― ―

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

円 ― ― ― ― ―

自己資本比率 ％ ― ― 3.29 2.66 2.43

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 7,349 3,350 ― ― △3,279

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △4,149 △570 ― ― 1,992

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 708 △138 ― ― 1,704

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 ― ― 14,297 13,447 10,806

従業員数 人 ― ― 727 726 721

(注) １　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸

表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、四半期(当期)純損失が計上されており、また、潜在株

式がないので、記載しておりません。
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４　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該当する

ため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５　経理の状況」の「２　その他」中、「(1) 第３

四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等」の「①　損益計算書」に

もとづいて掲出しております。

　　なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③　１株当たり四半期純損益金額等」に

記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ(当行及び当行の関係会社)が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成21年12月31日現在

従業員数(人)
726
[172]

(注) １　従業員数は、嘱託、契約社員及び臨時従業員190人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

 

(2) 当行の従業員数

平成21年12月31日現在

従業員数(人)
693
[153]

(注) １　従業員数は、嘱託、契約社員及び臨時従業員171人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しており

ません。

 

２ 【事業等のリスク】

当四半期連結会計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載された事業等のリスクに関して重要

な変動はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項ありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及び連結会

社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

・業績

(経営成績)

①　経常収益

経常収益は、資金運用収益の減収を主因に、前年同四半期連結会計期間比75百万円(△1.9％)減収の39億

15百万円となりました。

②　経常費用

資金調達費用は減少したものの、貸倒引当金繰入等のその他経常費用が前年同四半期連結会計期間比18

億52百万円(265.7％)増加したことを主因に、経常費用は前年同四半期連結会計期間比16億９百万円

(39.8％)増加して、56億48百万円となりました。

③　経常損失、四半期純損失

上記の結果、当第３四半期連結会計期間では17億32百万円の経常損失となりました。

経常損失に伴い、第３四半期純損失は14億27百万円となりました。

 

(財政状態)

①　預金

公金預金の減少を主因に、預金は前連結会計年度末比125億円(△2.3％)減の5,279億円となりました。

②　貸出金

貸出金は、個人向け貸出の増加に加え、事業性貸出も増加したことで、前連結会計年度末比56億円(1.5％)

増の3,896億円となりました。

③　有価証券

有価証券は、社債運用の増加を主因に、前連結会計年度末比32億円(3.5％)増の951億円となりました。

 

・事業の種類別セグメントの状況

①　銀行業

経常収益は、資金運用収益の減収を主因に、前年同四半期連結会計期間比92百万円(△2.6％)減収の34億

31百万円となりました。一方、経常費用は、貸倒引当金繰入額の増加を主因に、前年同四半期連結会計期間比

16億７百万円(45.1％)増加して51億74百万円となりました。この結果、当第３四半期連結会計期間では、17

億36百万円の経常損失となりました。

②　リース業・保証等事業

経常収益は、外部顧客に対する経常収益は増加したものの、セグメント間の内部経常収益が減少したこと

で前年同四半期連結会計期間比３百万円(△0.5％)減収の５億44百万円となりました。一方、経常費用は、

リース原価の減少を主因に、前年同四半期連結会計期間比21百万円(△3.7％)減少して５億40百万円となり

ました。この結果、経常利益は４百万円となりました(前年同四半期連結会計期間は13百万円の経常損失)。
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③　その他の事業

経常収益は前年同四半期連結会計期間と同額の45百万円を計上したものの、経常費用が前年同四半期連

結会計期間比３百万円(7.9％)増加したことで、経常利益は前年同四半期連結会計期間比３百万円(△

50.0％)減益の３百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物の当第３四半期末残高は、当第３四半期連結会計期間中24億円増加し、134億47百万円と

なりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、預金が減少したものの、コールローン等の取崩し等を主因に12億95百

万円の収入超となりました。これを前年同四半期連結会計期間と比較しますと40億15百万円の収入減となりま

す。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得による支出があったものの、有価証券の売却や償還に

よる収入がそれを上回ったことを主因に11億７百万円の収入超となりました。これを前年同四半期連結会計期

間と比較しますと44億69百万円の収入増となります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出を主因に２百万円の支払超となりました。

これを前年同四半期連結会計期間と比較しますと８億61百万円の支出増となります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

「百年に一度」と言われた金融危機から我が国の金融市場・金融システムは落ち着きを取り戻しつつありま

すが、当行の営業基盤であります地域経済はいまだ低迷かつ不安定化にあり、当面厳しい状況が続くものと思わ

れます。

そういった中、当行では当第３四半期連結会計期間においても、第２四半期連結会計期間に引き続き、多額の

貸倒引当金繰入額を要することになり、経常損失、四半期純損失を計上したことで自己資本を大きく毀損するこ

ととなりました。

当行の平成21年12月末の自己資本比率は、銀行法等で求められている健全性の基準を充分上回る水準を維持

しておりますが、「金融機能の強化のための特別措置に関する法律(以下、「金融機能強化法」といいます)」の

趣旨を踏まえ、予防的な資本増強を図り財務基盤をより一層強固なものにすることにより、今後とも中小企業を

はじめとする地域のお客様への安定的かつ円滑な資金供給など地域金融機関としての機能を積極的に果たして

いくため、金融機能強化法に基づく国の資本参加の申請に向けて検討を開始いたしました。
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国内・国際業務部門別収支

第３四半期連結会計期間の業務収支は全体で29億７百万円となりました。その内訳は資金運用収支が26億

４百万円、役務取引等収支が２億13百万円、その他業務収支が89百万円となっております。

このうち主となる資金運用収支では、貸出金利息を中心とする資金運用収益は29億18百万円(うち国内業務

部門29億２百万円)、預金利息を中心とする資金調達費用は３億13百万円(うち国内業務部門３億30百万円)と

なっております。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結会計期間 2,605 △3 ― 2,601

当第３四半期連結会計期間 2,572 32 ― 2,604

　うち資金運用収益
前第３四半期連結会計期間 3,019 11 △15 3,015

当第３四半期連結会計期間 2,903 40 △25 2,918

　うち資金調達費用
前第３四半期連結会計期間 413 15 △15 413

当第３四半期連結会計期間 330 8 △25 313

役務取引等収支
前第３四半期連結会計期間 167 0 ― 168

当第３四半期連結会計期間 213 0 ― 213

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結会計期間 419 1 ― 421

当第３四半期連結会計期間 428 1 ― 429

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結会計期間 251 0 ― 252

当第３四半期連結会計期間 215 0 ― 215

その他業務収支
前第３四半期連結会計期間 66 △0 ― 65

当第３四半期連結会計期間 88 1 ― 89

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結会計期間 516 △0 ― 516

当第３四半期連結会計期間 538 1 ― 539

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結会計期間 450 ― ― 450

当第３四半期連結会計期間 449 ― ― 449

(注) １　当行グループの営業拠点は全て国内のみであります。従って当行の海外店及び海外に本店を有する子会社はありませ

ん。

２　国内業務部門とは当行及び子会社の円建取引であります。

３　国際業務部門とは当行の外貨建取引であります。

４　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

第３四半期連結会計期間の役務取引等収益は国内業務部門の預金・貸出業務、為替業務を中心に４億29百

万円となりました。

一方、役務取引等費用は保証業務を中心に２億15百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 419 1 ― 421

当第３四半期連結会計期間 428 1 ― 429

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結会計期間 211 0 ― 211

当第３四半期連結会計期間 241 ― ― 241

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 167 1 ― 169

当第３四半期連結会計期間 164 1 ― 165

　うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 19 ― ― 19

当第３四半期連結会計期間 4 ― ― 4

　うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 4 ― ― 4

当第３四半期連結会計期間 4 ― ― 4

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第３四半期連結会計期間 6 ― ― 6

当第３四半期連結会計期間 8 ― ― 8

　うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 9 ― ― 9

当第３四半期連結会計期間 5 ― ― 5

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 251 0 ― 252

当第３四半期連結会計期間 215 0 ― 215

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 34 0 ― 35

当第３四半期連結会計期間 35 0 ― 35

　うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 182 ― ― 182

当第３四半期連結会計期間 147 ― ― 147

(注) １　当行グループの営業拠点は全て国内のみであります。従って当行の海外店及び海外に本店を有する子会社はありませ

ん。

２　国内業務部門とは当行の国内部門及び子会社であります。

３　国際業務部門とは当行の国際部門であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 532,911 78 ― 532,989

当第３四半期連結会計期間 527,871 114 ― 527,985

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 225,923 ― ― 225,923

当第３四半期連結会計期間 229,436 ― ― 229,436

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 302,348 ― ― 302,348

当第３四半期連結会計期間 296,968 ― ― 296,968

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 4,638 78 ― 4,717

当第３四半期連結会計期間 1,465 114 ― 1,580

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

総合計
前第３四半期連結会計期間 532,911 78 ― 532,989

当第３四半期連結会計期間 527,871 114 ― 527,985

(注) １　当行グループの営業拠点は全て国内のみであります。従って当行の海外店及び海外に本店を有する子会社はありませ

ん。

２　国内業務部門とは当行の国内部門及び子会社であります。

３　国際業務部門とは当行の国際部門であります。

４　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

５　定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

 

業種別

平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

386,715 100.00

　製造業 20,901 5.40

　農業 2,195 0.57

　林業 337 0.09

　漁業 1,439 0.37

　鉱業 353 0.09

　建設業 19,936 5.16

　電気・ガス・熱供給・水道業 1,404 0.36

　情報通信業 1,777 0.46

　運輸業 6,491 1.68

　卸売・小売業 38,510 9.96

　金融・保険業 19,975 5.17

　不動産業 50,155 12.97

　各種サービス業 81,970 21.19

　地方公共団体 32,933 8.52

　その他 108,333 28.01

国際業務部門及び特別国際金融取引
勘定分

― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 386,715―
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業種別

平成21年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

389,643 100.00

　製造業 20,497 5.26

　農業，林業 3,304 0.85

　漁業 1,565 0.40

　鉱業，採石業，砂利採取業 435 0.11

　建設業 16,260 4.17

　電気・ガス・熱供給・水道業 1,340 0.34

　情報通信業 1,861 0.48

　運輸業，郵便業 9,063 2.33

　卸売業，小売業 36,459 9.36

　金融業，保険業 17,693 4.54

　不動産業，物品賃貸業 58,289 14.96

　各種サービス業 72,970 18.73

　地方公共団体 39,916 10.24

　その他 109,983 28.23

国際業務部門及び特別国際金融取引
勘定分

― ―

　政府等 ― ―

　金融機関 ― ―

　その他 ― ―

合計 389,643―

(注) １　当行グループの営業拠点は全て国内のみであります。従って当行の海外店及び海外に本店を有する子会社はありませ

ん。

２　国内業務部門とは当行の国内部門及び子会社であります。

３　国際業務部門とは当行の国際部門であります。

４　日本標準産業分類の改訂(平成19年11月)に伴い、第１四半期連結会計期間から業種の表示を一部変更しております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　宮崎太陽銀行(E03669)

四半期報告書

12/36



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 53,424,449同左 福岡証券取引所 (注)

計 53,424,449同左 ― ―

(注)　当行の株式の単元株式数は、1,000株であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項ありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項ありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ― 53,424 ― 5,752,897 ― 4,344,755
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(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 256,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

52,505,000
52,505 ―

単元未満株式 普通株式 663,449 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 53,424,449― ―

総株主の議決権 ― 52,505 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式442株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社宮崎太陽銀行

宮崎市広島２丁目１番31
号

256,000 ― 256,000 0.47

計 ― 256,000 ― 256,000 0.47

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 340 318 337 318 320 330 323 314 297

最低(円) 300 294 307 294 297 287 290 270 260

(注)　最高・最低株価は福岡証券取引所におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

該当ありません。

(2) 退任役員

該当ありません。

(3) 役職の異動

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
審査管理本部長兼
審査部長

常務取締役
経営企画本部長兼
総務部長

比江島　昌　信 平成21年７月１日

取締役
人事部長

取締役
監査部長

中　瀬　達　朗 平成21年７月１日

取締役
監査部長

取締役
営業統括本部長

船　間　文　宣 平成21年７月１日

取締役
営業統括本部長

取締役
審査管理本部長兼
審査部長

中　原　直　樹 平成21年７月１日

取締役
経営企画本部長兼
総務部長

取締役
人事部長

山　崎　隆　夫 平成21年７月１日

(注)　執行役員企業支援部長　赤池弘憲は、平成21年12月31日に退職しております。
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第５ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに

収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

なお、前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)は改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき作成し、当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び当第３四半期

連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)は改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成し

ております。

 

２　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該当

するため、第３四半期連結会計期間に係る損益の状況、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等につい

ては、「２　その他」に記載しております。

 

３　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平

成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

現金預け金 14,026 11,244

コールローン 33,000 54,600

買入金銭債権 653 879

商品有価証券 － 1

有価証券 95,166 91,977

貸出金 ※1
 389,643

※1
 384,098

リース債権及びリース投資資産 4,231 4,183

その他資産 2,414 2,172

有形固定資産 ※2
 14,592

※2
 14,765

無形固定資産 425 485

繰延税金資産 5,919 5,935

支払承諾見返 1,265 1,452

貸倒引当金 △8,146 △6,928

資産の部合計 553,192 564,866

負債の部

預金 527,985 540,457

借用金 1,290 1,283

外国為替 － 0

社債 1,000 1,000

その他負債 2,724 2,917

退職給付引当金 1,780 1,709

役員退職慰労引当金 312 282

睡眠預金払戻損失引当金 229 185

偶発損失引当金 38 40

再評価に係る繰延税金負債 1,423 1,423

支払承諾 1,265 1,452

負債の部合計 538,051 550,751

純資産の部

資本金 5,752 5,752

資本剰余金 4,344 4,344

利益剰余金 7,444 9,890

自己株式 △113 △109

株主資本合計 17,428 19,879

その他有価証券評価差額金 △4,229 △7,640

繰延ヘッジ損益 △3 △4

土地再評価差額金 1,528 1,519

評価・換算差額等合計 △2,704 △6,124

少数株主持分 417 360

純資産の部合計 15,141 14,114

負債及び純資産の部合計 553,192 564,866
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年12月31日)

経常収益 12,348 11,883

資金運用収益 9,226 8,702

（うち貸出金利息） 8,001 7,736

（うち有価証券利息配当金） 1,100 927

役務取引等収益 1,331 1,359

その他業務収益 1,637 1,651

その他経常収益 153 170

経常費用 14,447 13,997

資金調達費用 1,298 1,018

（うち預金利息） 1,282 954

役務取引等費用 810 793

その他業務費用 1,553 1,465

営業経費 6,731 6,465

その他経常費用 ※1
 4,053

※1
 4,254

経常損失（△） △2,098 △2,114

特別利益 0 3

固定資産処分益 － 0

償却債権取立益 0 0

偶発損失引当金戻入益 － 2

特別損失 3 9

固定資産処分損 3 9

税金等調整前四半期純損失（△） △2,101 △2,120

法人税等 △626 127

少数株主利益 9 57

四半期純損失（△） △1,484 △2,304
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,101 △2,120

減価償却費 558 463

のれん償却額 0 0

貸倒引当金の増減（△） 606 1,217

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 45 70

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △27 30

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 61 44

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 6 △2

資金運用収益 △9,226 △8,702

資金調達費用 1,298 1,018

有価証券関係損益（△） 683 474

為替差損益（△は益） △4 △4

固定資産処分損益（△は益） 3 8

貸出金の純増（△）減 2,746 △5,545

預金の純増減（△） 582 △12,394

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△147 7

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △145 △134

コールローン等の純増（△）減 3,659 21,826

外国為替（負債）の純増減（△） △7 △0

リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 － △48

資金運用による収入 9,023 8,653

資金調達による支出 △942 △1,259

その他 275 △67

小計 6,933 3,536

法人税等の支払額 △67 △186

法人税等の還付額 483 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,349 3,350

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △39,478 △39,416

有価証券の売却による収入 14,780 19,134

有価証券の償還による収入 20,884 19,963

有形固定資産の取得による支出 △163 △202

有形固定資産の除却による支出 △2 △2

有形固定資産の売却による収入 － 15

無形固定資産の取得による支出 △170 △63

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,149 △570
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入れによる収入 1,000 －

配当金の支払額 △265 △132

少数株主への配当金の支払額 △1 △1

自己株式の取得による支出 △24 △5

自己株式の売却による収入 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 708 △138

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,908 2,641

現金及び現金同等物の期首残高 10,389 10,806

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 14,297

※1
 13,447
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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【簡便な会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。

２　貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、中間連結会計期間末の予想損失率を見

直した後の予想損失率を適用して計上しておりま

す。

３　繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について中間連結会計期

間末から大幅な変動がないと認められるため、当

該中間連結会計期間末の検討において使用した将

来の業績予測及びタックス・プランニングの結果

を適用しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　税金費用の処理 当行及び連結子会社の税金費用は、四半期会計

期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じること

により算定しております。ただし当該見積実効税

率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を

欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて

表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 934百万円

延滞債権額 9,185百万円

３ヵ月以上延滞債権額 20百万円

貸出条件緩和債権額 7,046百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 1,519百万円

延滞債権額 9,184百万円

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円

貸出条件緩和債権額 3,806百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額

6,636百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

6,611百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額3,191百万

円及び株式等償却547百万円を含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額3,543百万

円及び株式等償却581百万円を含んでおります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成20年12月31日現在

現金預け金勘定 14,777

預け金(日銀預け金を除く) △479

現金及び現金同等物 14,297

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成21年12月31日現在

現金預け金勘定 14,026

預け金(日銀預け金を除く) △579

現金及び現金同等物 13,447
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(株主資本等関係)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

 当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式  

　普通株式 53,424

合計 53,424

自己株式  

　普通株式 268

合計 268

 

２　配当に関する事項
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 132 2.50平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

 

基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの
 

　　該当事項ありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
 

 
銀行業
(百万円)

リース業・
保証等事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益       

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

10,783 1,555 10 12,348 ― 12,348

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

77 191 151 420 (420) ―

計 10,861 1,746 161 12,769 (420) 12,348

　　経常利益
　　(△は経常損失)

△2,132 13 16 △2,102 4 △2,098

(注) １　連結会社について、事業活動の関連性等を考慮して区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常
収益及び経常利益を記載しております。
２　事業の区分
(1)銀行業 ………………………銀行業務
(2)リース業・保証等事業 ……リース業務・信用保証業務等
(3)その他の事業 ………………銀行事務代行業務・ベンチャーキャピタル業務
３　「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号平成19年３月30日)及び「リース取引に関する会計基準の適
用指針」(企業会計基準適用指針第16号同前)が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることに
なったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用しております。これにより、従来の方法に
比べ、当第３四半期連結累計期間における「リース業・保証等事業」の経常費用が15百万円減少したため、差引経常利
益が15百万円増加しております。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)
 

 
銀行業
(百万円)

リース業・
保証等事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益       

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

10,280 1,592 10 11,883 ― 11,883

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

75 142 142 360 (360) ―

計 10,355 1,735 153 12,244 (360) 11,883

　　経常利益
　　(△は経常損失)

△2,234 99 13 △2,121 7 △2,114

(注) １　連結会社について、事業活動の関連性等を考慮して区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常
収益及び経常利益を記載しております。
２　事業の区分
(1)銀行業 ………………………銀行業務
(2)リース業・保証等事業 ……リース業務・信用保証業務等
(3)その他の事業 ………………銀行事務代行業務・ベンチャーキャピタル業務

 

【所在地別セグメント情報】

在外子会社及び在外支店がありませんので、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【国際業務経常収益】

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末

※１　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められ

るものは、次のとおりであります。

※２　四半期連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。

 

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年12月31日現在)

 

 
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

短期社債 ― ― ―

社債 1,094 1,116 21

その他 6,732 6,028 △703

合計 7,827 7,145 △681

(注)　時価は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

 

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年12月31日現在)

 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円)

株式 14,788 11,410 △3,378

債券 59,121 60,227 1,106

　国債 24,359 25,041 681

　地方債 4,025 4,068 42

　短期社債 ― ― ―

　社債 30,736 31,118 381

その他 14,057 12,040 △2,016

合計 87,967 83,679 △4,288

(注) １　四半期連結貸借対照表計上額は、株式及び受益証券については当第３四半期連結会計期間末前１ヵ月の市場価格等の

平均に基づく時価、債券については当第３四半期連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上し

たものであります。

２　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得

原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表価額とする

とともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理(以下「減損処理」という)しております。当第３四

半期連結累計期間における減損処理額は、581百万円(すべて株式)であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて50％以上下落したものを全てと

することに加え、同30％以上50％未満のものは格付け機関の格付け等を基に「著しい下落」の判断を行っております。
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(追加情報)

変動利付国債については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引き続き市場価格を時価とみなせない状態にある

と判断し、当第３四半期連結会計期間末においては、合理的に算定された価額をもって四半期連結貸借対照表計上額と

しております。これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は774百万円

増加、「繰延税金資産」は312百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は462百万円増加しております。

変動利付国債の合理的に算定された価額は、ブローカーから入手した理論価格としております。当該価格は、国債の

将来の各利払い及び償還時のキャッシュ・フローをフォワードレートで割り引いた現在価値(コンベクシティ調整後)

と変動利付国債に係るゼロ・フロア・オプション価値の合計であり、国債の利回り及び同利回りのボラティリティが

主な価格決定変数であります。

 

(金銭の信託関係)

当第３四半期連結会計期間末

該当事項ありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末

該当事項ありません。

 

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項ありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

  
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 円 276.99 258.67

 

２　１株当たり四半期純損失金額等

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金
額

円 27.89 43.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 ― ―

(注) １　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額   

　四半期純損失 百万円 1,484 2,304

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期
　純損失

百万円 1,484 2,304

　普通株式の
　期中平均株式数

千株 53,215 53,164

２　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式がな

いので、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項ありません。
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２ 【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に

該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

については、四半期レビューを受けておりません。

①　損益計算書
(単位：百万円)

 
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

経常収益  3,990 3,915

　資金運用収益  3,015 2,918

　　（うち貸出金利息）  2,667 2,589

　　（うち有価証券利息配当金）  310 317

　役務取引等収益  421 429

　その他業務収益  516 539

　その他経常収益  37  28

経常費用  4,039 5,648

　資金調達費用  413 313

　　（うち預金利息）  408 292

　役務取引等費用  252 215

　その他業務費用  450 449

　営業経費  2,225 2,120

　その他経常費用  ※１　697 ※１　2,549

経常損失(△)  △49  △1,732

特別利益  0  0

特別損失  0  1

税金等調整前四半期純損失(△)  △49  △1,733

法人税等  ※２　2  ※２　△309

少数株主利益又は少数株主損失(△)  △4  3

四半期純損失(△)  △47  △1,427

 

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸倒引当

金繰入額243百万円、株式等売却

損111百万円及び株式等償却318

百万円を含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸倒引当

金繰入額1,979百万円及び株式

等償却527百万円を含んでおり

ます。

 

※２　法人税等調整額は「法人税

等」に含めて表示しておりま

す。

※２　法人税等調整額は「法人税

等」に含めて表示しておりま

す。
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②　セグメント情報

(事業の種類別セグメント情報)

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 

 
銀行業
(百万円)

リース業・
保証等事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益       

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

3,497 489 3 3,990 ― 3,990

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

26 58 42 126 (126) ―

計 3,523 547 45 4,116 (126) 3,990

　　経常利益
　　(△は経常損失)

△43 △13 6 △51 1 △49

 

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

 

 
銀行業
(百万円)

リース業・
保証等事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益       

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

3,407 504 3 3,915 ― 3,915

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

24 39 41 105 (105) ―

計 3,431 544 45 4,021 (105) 3,915

　　経常利益
　　(△は経常損失)

△1,742 4 3 △1,735 2 △1,732

(注) １　連結会社について、事業活動の関連性等を考慮して区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常

収益及び経常利益を記載しております。

２　事業の区分

(1)銀行業 ………………………銀行業務

(2)リース業・保証等事業 ……リース業務・信用保証業務等

(3)その他の事業 ………………銀行事務代行業務・ベンチャーキャピタル業務

 

(所在地別セグメント情報)

在外子会社及び在外支店がありませんので、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

(国際業務経常収益)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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③　１株当たり四半期純損益金額等

 

  
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金
額

円 0.89 26.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 ― ―

(注) １　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額   

　四半期純損失 百万円 47 1,427

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期
　純損失

百万円 47 1,427

　普通株式の
　期中平均株式数

千株 53,195 53,158

２　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式がな

いので、記載しておりません。

 

(2) その他

中間配当

第109期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年11月13日開催の取締役

会において、これを行わない旨を決議しました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成21年２月13日

株式会社宮崎太陽銀行

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　元　　治　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　内　　納　　憲　　治　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社宮

崎太陽銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結累計期間(平成20年４

月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社宮崎太陽銀行及び連結子会社の平成20年12月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 ※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会社が別

途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成22年２月10日

株式会社宮崎太陽銀行

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　元　　治　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　内　　納　　憲　　治　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社宮

崎太陽銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社宮崎太陽銀行及び連結子会社の平成21年12月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 ※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会社が別

途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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